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茨城県の財政運営

6,097

3,982

茨城県のすがた （1）

1

人口 2,917千人
製造品出荷額等 12兆376億円
農業産出額 4,549億円
県内総生産 11兆6,124億円
県民所得（1人当たり） 3,088千円

全国第11位
全国第 8位
全国第 2位
全国第11位
全国第11位

全般的に平坦で可住地面積が広いという地形的な特徴や東京と近い立地条件を背景に、工業・農業等がバラン
ス良く発展し、1人当たり県民所得は全国第11位となっている

Ⅰ 茨城県のすがた
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茨城県のすがた （2）
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茨城空港

茨城港
常陸那珂港区

海

陸

空

常磐道をはじめとした4本の高速道路及び茨城港・鹿島港の2つの重点港湾、茨城空港など、陸・海・空の広域交
通ネットワークの整備が進み、今後さらに発展する可能性を有している

友部JCT
（常磐自動車道／
北関東自動車道）

Ⅰ 茨城県のすがた

圏央道（茨城区間）
2016年度 開通

東関東自動車道水戸線

茨城空港北IC～鉾田IC
2017年度 開通予定
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国内線 国際線 合計

2009年（平成21年） 0人 8,000人 8,000人
2010年（平成22年） 96,000人 107,000人 203,000人
2011年（平成23年） 238,000人 55,000人 293,000人
2012年（平成24年） 309,000人 99,000人 408,000人
2013年（平成25年） 287,000人 100,000人 387,000人
2014年（平成26年） 419,000人 119,000人 538,000人
2015年（平成27年） 404,000人 150,000人 554,000人
2016年（平成28年） 463,000人 149,000人 612,000人

首都圏第三の空港 茨城空港

3

コンパクトで効率的なターミナルビル（茨城県開発公社が運営）

国内線、国際線双方に対応

成長著しいローコストキャリア（LCC）などがより利用しやすい構造

東京駅から500円で空港へ！
東京駅－茨城空港連絡バス

国内線は札幌便、神戸便、福岡便、那
覇便が運航。

国際線は上海便が運航。

LCC、国際チャーター便など多様な航
空需要に対応。

茨城空港は、LCCに対し優れたサービスを提供している
ことが評価され、オーストラリア・シドニーに本部を置くシン
クタンクのCAPA（航空情報センター）から同賞を受賞する
など、世界的にも高い評価を得ています。

北関東の玄関口として開港した茨城空港は、無料駐車場が整備されているとともに、LCCなど多様な航空需要
に対応しており、就航路線の拡大に伴い旅客総数は着実に増加

那覇
1便/日

福岡
1便/日

上海
6便/週

神戸
2便/日

茨城

札幌
2便/日

茨城空港の旅客実績

Ⅰ 茨城県のすがた
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注目度ナンバー１ 企業立地

4

企業立地面積・県外企業立地件数 全国第1位（H19～H28） ※電気業を含む

新増設に伴う法人事業税（3年間）、不動産取得税の課税免除。（H30.3.31まで）
さらに、多くの市町村で固定資産税の優遇措置を実施。（H29.9.1現在で全44市町村のうち40市町村が実施）
県・県開発公社の工業団地分譲地にリース方式を導入。

県内の工業団地等に新規に立地する企業を対象に、工業用水道の給水料金を1/2に軽減。
津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金（沿岸部等10市町村が対象）
茨城産業再生特区（沿岸部等13市町村内の62区域において、設備投資額の最大2割強が減税される税制上の特例措置）

充実した優遇策で企業活動を支援

立地面積 県外企業立地件数

（ha） （件）

出典：工場立地動向調査（経済産業省）

陸海空の交通網の充実に加え、首都圏への近接性や比較的割安な地価などの本県の立地優位性を背景に、過
去10年間累計の企業立地面積及び県外企業進出件数は全国トップ

Ⅰ 茨城県のすがた
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創業100年を超える日立製作所とその
グループ企業を中心に国内有数の電
機・機械産業の集積地として発展し、現
在も約1,400社の企業が、日本のもの
づくりを支えています。

また、北関東自動車道が直結する茨城
港常陸那珂港区周辺には、コマツや日
立建機など、建設機械のグローバル企
業が集積しています。

県北臨海地区

世界有数の掘込み港湾で、東京へ1時
間あまりで連絡可能な鹿島港を中心
に、鉄鋼、石油化学、電力等の基幹産
業が集積しています。

日本の素材産業の再生を担う工業地
帯として、事業展開を進めています。

鹿島臨海工業地帯

国等の教育・研究機関等32機関、2万
人を超える研究者を擁する我が国最大
の研究開発拠点です。

筑波宇宙センターでは、人工衛星やロ
ケットなどの研究も進められており、最
先端の科学技術を担っています。

筑波研究学園都市

全国有数の産業集積

5

電気・機械産業が集積する県北臨海地区、鹿島港を中心に素材産業が集積する鹿島臨海工業地帯、我が国最
大の研究開発拠点である筑波研究学園都市など、各地域にバランス良く産業・科学技術が集積

写真提供 (公財)つくば科学万博記念財団

Ⅰ 茨城県のすがた
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平成２９年度一般会計予算・主な歳入の内訳

6

（単位：億円，シェア）

Ⅱ 予算

実質的な一般財源総額 ６,８８４億円（対前年度比＋1億円 ＋0.0％）

（地方財政計画（不交付団体分の水準超経費除き）＋0.1％）

※実質的な一般財源総額･･･県税（地方消費税清算後），普通交付税，特別交付税，臨時財政対策債，地方譲与税，地方特例交付金の合計

前年度から増加

・県税（＋0.8％）
企業収益回復による法人事業税の増

・地方交付税（＋0.2％）

震災復興特別交付税の増

・国庫支出金（＋2.8％）

国補公共事業の増

・県債（＋7.6％）

臨時財政対策債，公共事業の増

・地方譲与税（＋1.2％）

地方法人特別譲与税の増

前年度から減少

・諸収入（▲14.1％）

震災関連融資残高の減に伴う償還金収入の減

・地方消費税清算金（▲5.4％）

全国的な消費税の減収による減

歳入総額
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平成２９年度一般会計予算・主な性質別歳出の内訳

7

（単位：億円，シェア）

Ⅱ 予算

前年度から増加

・投資的経費（＋5.1％）

災害に強い県土づくりなど公共事業費の増

・扶助費（＋0.4％）

制度改正による増

前年度から減少

・人件費（▲0.5％）

退職手当等の減

・公債費（▲1.8％）

高利の県債の償還終了による利子の減

・一般行政費（▲2.8％）

震災関連融資残高の減に伴う金融機関への
預託の減

・税交付金等（▲1.4％）

地方消費税の減に伴う清算金や市町村

交付金の減
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財政収支見通し

（単位：億円） （推計方法）
現行の制度・施策を前提に，平成29年度一般会計
当初予算を基礎とした見通し。

〔主な前提条件〕

名目経済成長率
(地方税等の推計
の前提)

＋1.4～1.9％程度／年
※「中長期の経済財政に関
する試算」(H29.1内閣
府)のベースラインケー
スによる

消費税率 平成31年10月に10％へ引き上
げられることを想定

県債（臨時財政対
策債を除く)

通常県債の他，行政改革推進
債及び退職手当債を活用

人件費，補助費等 過去の伸率等を参考に試算

公債費 現時点での償還計画による

※H29の歳入不足額欄（ ）書きは，財源確保対策を講じる前の不足額。

平成30年度以降見込まれている歳入不足に対しては，第7次行財政改革大綱に基づく歳出改革・歳入確保を進
めることで，解消に努める

それでもなお不足額が生じる場合には，一般財源基金（H29末見込：656億円）からの繰入により対応

Ⅱ 予算

区分 H29 H30 H31 H32 H33

一般財源 7,727 7,700 7,730 8,110 8,190

歳
入

県税等 4,646 4,750 4,840 5,400 5,780
地方交付税 1,914 1,780 1,710 1,700 1,680
臨時財政対策債 662 660 660 510 660
地方譲与税等 505 510 520 500 70

国庫支出金 1,302 1,220 1,210 1,190 1,170
県債（臨時財政対策債を除く） 587 570 550 580 600
うち行政改革推進債等 90 80 60 80 80

その他歳入 1,504 1,440 1,440 1,340 1,270
歳入合計① 11,120 10,930 10,930 11,220 11,230

歳
出

義務的な経費 6,171 6,240 6,260 6,300 6,350
人件費（退職手当除き） 2,921 2,910 2,890 2,870 2,850
退職手当 328 310 290 310 310
社会保障関係費 1,512 1,570 1,620 1,680 1,740
公債費 1,410 1,450 1,460 1,440 1,450

投資的経費 1,461 1,280 1,220 1,180 1,120
通常分 1,088 1,090 1,100 1,110 1,120
震災関連分 373 190 120 70 －

補助費等 2,044 2,090 2,160 2,440 2,530
その他歳出 1,444 1,400 1,370 1,350 1,280

歳出合計② 11,120 11,010 11,010 11,270 11,280

歳入不足額（①－②）③ (△100) △80 △80 △50 △50
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歳入決算の推移（普通会計）

9

県税や使用料など県が自
主的に収入しうる自主財源
の 構 成 比 は ， 全 体 の
53.8% と 前年度に比べ
1.5%増加しています。

県債は，臨時財政対策債
の発行額の減などにより，
前年度に比べ23.3%減少
しています。

国庫支出金は，社会資本
整備総合交付金の増など
により，8.5%増加していま
す。

地方交付税は，震災復興
特別交付税の減などによ
り，前年度に比べ3.9%減
少しています。

※各数値は表示単位未満で四捨五入しており，合計において一致しない場合があります。

税目別県税推移 （単位：億円）

県債等の依存財源は，臨時財政対策債の発行額の減により，418億円減少
歳入総額も，臨時財政対策債の発行額減のほか震災復興特別交付税の減等により，535億円減少

依存財源
（46.2%）

自主財源
（53.8%）

（億円）

県債

国庫
支出金

地方
交付税

その他
自主財源

県税

11,951 11,350 10,991 11,312 11,406
10,871

Ⅲ 決算

税目 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

個人県民税 966 1,003 1,065 1,079 1,079 1,070 
法人県民税 155 168 150 166 149 128 
法人事業税 459 497 517 569 672 762 
地方消費税 382 450 439 479 726 678 
軽油引取税 324 324 321 321 317 319 
自動車税 521 519 516 509 504 502 
そ の 他 417 367 353 400 507 486 

計 3,224 3,328 3,361 3,523 3,954 3,945 

（参考）法人二税＋地方法人特別譲与税 960 1,023 1,100 1,257 1,293 1,285 

3,224 3,328 3,361 3,523 3,954 3,945 

2,314 2,237 1,966 2,250 2,010 1,902 

2,491 1,972 1,893 
2,003 2,072 1,992 

1,776 
1,592 1,554 1,335 1,262 1,370 

1,716 
1,698 1,720 1,620 1,572 1,206 

430 
523 497 581 536 

456 

0

2,000

4,000

6,000

8,000
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H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

県税 その他自主財源 地方交付税 国庫支出金 県債 その他依存財源
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歳出決算の推移（普通会計）

10

※各数値は表示単位未満で四捨五入しており，合計において一致しない場合があります。

義務的経費割合の推移 社会保障関係費の推移 （単位：億円）

歳出総額は，中小企業融資資金貸付金の減等により，453億円減少
公債費は，県債償還金の減等により，8億円減少

歳出総額は，中小企業融
資資金貸付金の減少など
により ，前年度に比べ
4.1%の減となっています。

投資的経費は，地方道路
整備費の増等による補助
事業費の増加，警察施設
再編整備費の増による単
独事業費の増加などによ
り，前年度に比べ7.3%の
増となっています。

義務的経費は，徹底した
行財政改革の取り組みに
より抑制に努めています。
平成28年度は，退職者の
減による退職手当の減な
どにより，前年度に比べ
0.2%の減となっています。

Ⅲ 決算

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

44.3% 43.4% 43.8% 45.7%

3,308 3,228 3,090 3,150 3,181 3,176 

233 215 215 220 225 229 

1,368 1,436 1,481 1,447 1,450 1,442 

1,712 1,695 1,637 1,648 1,488 1,596 

5,031 4,525 4,383 4,631 4,729 4,177 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他

義務的
経費

(45.7%)

（億円）

その他

投資的
経費

公債費

扶助費

人件費

10,62011,652 11,099 10,806 11,096 11,073

区分 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

扶助費 215 220 225 229

扶助費に準じる経費 998 1,036 1,131 1,176

計 1,213 1,256 1,356 1,405
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財政指標の推移
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財政力指数の推移 経常収支比率の推移

Ⅲ 決算

※１ （ ）は本県の全国順位（経常収支比率は，財政分析指標上好ましくない方からの順位）
※２ 全国平均は単純平均

基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去3
年間の平均値。指数が高いほど，普通交付税算定上の留保財
源が大きいことになり，財源に余裕があるといえます。

地方税，普通交付税のように使途が特定されておらず，毎年
度経常的に収入される財源のうち，人件費，扶助費，公債費
のように毎年度経常的に支出される経費に充当されたものが
占める割合。比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでい
ることを表します。

本県の財政力指数は，一貫して全国平均よりも高い水準を維持

本県の経常収支比率は，全国平均よりも低い数値で推移
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財政指標の推移
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実質公債費比率の推移 将来負担比率の推移

Ⅲ 決算

※１ （ ）は本県の全国順位（財政分析指標上好ましくない方からの順位）
※２ 全国平均は単純平均

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金（公営企
業債に対する繰出金等）の，標準財政規模を基本とした額に対
する比率。地方債の返済額等の大きさを指標化したもので，資
金繰りを表す指標ともいえます。18%以上の団体は，地方債発行
に際し許可が必要となります。

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の，標準財政規
模を基本とした額に対する比率。一般会計等の地方債や公営
企業，組合，設立法人等に対して将来支払っていく可能性の
ある負担等の現時点での残高を指標化し，将来，財政を圧迫
する可能性の度合いを示す指標ともいえます。

本県の実質公債費比率は年々減少傾向

本県の将来負担比率は全国平均より高い水準にあるが，H21から70ポイント以上減少しており，着実に改善

地方の許可団体基準値（18.0%）
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14,015 14,107 14,061 13,861 13,581 13,280 12,976 12,642 12,311 12,039 

3,393 
4,272 

5,299 
6,137 

6,950 
7,748 8,462 8,896 9,182 9,509 

10,568 10,766 10,753 10,401 
11,078 10,785 10,904 11,613 11,208 11,120 

  10,000

  5,000

 -

 5,000

 10,000

 15,000

県債残高の抑制

13

県債残高，当初予算，公共投資及び一般財源基金残高

地方交付税の肩代わりのた
め発行した臨時財政対策債
等の特例的県債の残高が
増加していますが，ほぼ全
額が交付税措置されるた
め，将来負担はほとんど発
生しません。

県債残高の概ね5割程度は
交付税措置されます。

※H28までは決算額，H29は10月補正後予算額。

これまで公共投資の縮減・重点化を進めてきた結果，特例的な県債を除く県債残高は平成18年度末をピークに
縮減

特例的県債の残高については平成29年度末には県債残高全体の約44％を占める規模に増加

特例的県債を除く県債残高
（単位：億円）

特例的県債残高

当初予算額

公共投資

一般財源基金残高

Ⅲ 決算

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

県債残高

総額
17,408 18,379 19,360 19,998 20,531 21,028 21,438 21,538 21,493 21,548

当
初
予
算
額

公
共
投
資
、
一
般
財
源
基
金
残
高

101 50 85 161 190 247 
521 595 655 656 

1,530 1,999 1,408 2,088 1,896 
1,543 1,492 

1,906 
1,530 1,461 

 -

 1,000

 2,000

 3,000
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プライマリーバランスの推移

プライマリーバランスは，景気悪化による県税収入の減少と地方交付税の肩代わりである臨時財政対策債の多
額の発行により，平成21年度に急速に悪化

その後徐々に改善し，平成26年度以降（臨時財政対策債を地方交付税として算定した場合には，平成22年度以
降）黒字化

※H28までは決算額，H29は当初予算額。

△ 19 

△ 721 
△ 618 

△ 77 △ 35 △ 76 
15 

412 459 

161 

309 

△ 59 

553 

935 988 969 973 
1,153 1,070 

823 

△ 1,500 

△ 1,000 

△ 500 

 -

 500

 1,000

 1,500

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

プライマリーバランス 臨財債を交付税として算定

（単位：億円）
黒字

赤字

（参考）プライマリーバランス＝
{（県債を除いた歳入）－（一般財源基金繰入・繰替運用等の歳入）}－（元利償還金を除いた歳出）

14Ⅲ 決算
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資金管理の基本的考え方

15

今後の市場環境の変化に備え，起債運営の健全性を確保しつつ多様な資金調達を目指す

県債の新規発行額を適切にコントロールし県債残高を縮減（特例的な県債を除くH29末県債残高見込は対前年度比△2.2%）
金利負担及び金利変動リスクの軽減のため，銀行等引受債について，5年債・10年債等を適切な割合で発行
個別債（H24より再開），超長期債（H21より），シンジケート・ローン（H26より）など調達手法の多様化を推進するとともに，年間を通じ発
行の平準化を図る

既発債の借換時期が3月に集中していることから，「金利予約取引」により条件決定時期を分散
⇒H27年8月に，地方公共団体金融機構による第2回地方公共団体ファイナンス表彰を受賞

起債運営の健全性の確保と安定的な資金調達のための多様化の推進

副知事をトップとする資金管理委員会において，年間の地方債発行計画を定め，出資法人等を含めた県全体の資金需要を把握し，県全
体の資金調達コストの抑制，資金の効率的な運用を推進

⇒資金不足が生じた際に一般会計・企業会計間で互いに資金を融通できるよう，H29年3月に覚書を締結
高度な資金調達・運用管理のため，H21より金融エキスパートを資金管理官（現在は資金管理担当顧問）として採用
H23年6月に，環境保全事業団において，県の損失補償を伴わない「レベニュー信託」により100億円を調達
第三セクター等に係る債務保証・損失補償付き借入残高をピーク時から約1/240に縮減（H16：3,540→H28：15億円）

全庁的な資金管理

H22年7月より，歳計現金の運用に国庫短期証券の購入及び買い現先を導入
H22年9月より，一時借入金の調達に期間借入（見積合わせ方式による調達先決定）を導入
H25年6月より，基金の運用に債券購入による長期運用を導入

資金運用・調達の多様化（歳計現金・基金・一時借入金）

Ⅳ 県債管理 等
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県債発行額の推移

16

年度別 県債発行額の推移
新発債については，公共投資の縮減・重点化に努
めてきたため，公共投資に充てるための県債の発
行額は減少してきていますが，臨時財政対策債の
発行が新発債全体の約1/2と多額になっています。
また，借換債については，平成16年度以降，銀行
等引受債の借換時期が到来したことから発行が増
加しています。

平成28年度の市場公募債は，共同債300億円，個
別債350億円，住民参加型25億円の合計675億円
を発行しました。

平成29年度の市場公募債は，共同債300億円，個
別債400億円（フレックス枠活用分300億円を含む）
の計700億円の発行を予定しています。そのうち，
現在までに640億円を発行済です。

※H28までは実績。 H29は当初予算額に基づく見込み

合計額 政府資金等 銀行等引受債 市場公募債 （ ）は借換債の額（内数）フレックス枠

県債発行額の推移（一般会計分） （単位：億円） 平成29年度全国型市場公募地方債発行予定額 （単位：億円）

平成29年度の県債発行予定額は，借換債の増額などにより，対前年度比394億円増加
フレックス枠（400億円）を活用し，市場環境に応じて柔軟な形態で起債

（億円）

（年度）

Ⅳ 県債管理 等

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

2,876 3,033 2,830 2,625 2,971 2,950 3,026 2,769 2,234 2,628

うち新発債 1,335 2,042 2,049 1,715 1,698 1,720 1,619 1,333 1,201 1,249

うち借換債 1,541 991 781 910 1,273 1,230 1,407 1,436 1,033 1,379

年度

県債発行額

うち100億円市場公募（個別債（5年満期一括））

うち300億円市場公募
（個別債（10年満期一括，20年定時償還））

4月 5月 6月 7月 8月 11月 1月 計

60 60 60 60 - 30 30 300

- - - - 100 - - 100

- - 100 - - - - 100

- - - 200 - - - 200個別発行（定償）

月別発行額

個別発行（10年）

区分

共同発行（10年）

個別発行（5年）
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＜参考＞第７次行財政改革大綱に基づき徹底した行財政改革を推進

17

主な改革実績（平成6～28年度）

➤ ６次にわたる大綱により全庁一丸となって改革を推進し，着実な成果

○ 全国トップクラスのスリムな体制を実現
○ 一時期の危機的な財政状況と比べると，財政状況を示す指標は改善の傾向

（今後の経済状況等が悪化した場合の影響を懸念）

➤ 県政を取り巻く環境の変化に対応するため，さらなる改革に取り組む必要

○ 複雑化・多様化する行政課題への対応（急激な人口減少，グローバル化，災害対応等）
○ 厳しい状況が続く財政事情への対応（社会保障関係費の増，公共施設等老朽化対策等）

・職員数の削減
一般行政部門：▲2,050人（▲30.2%）
教育部門： ▲3,606人（▲14.2%）

・プライマリーバランスの黒字化
H28決算：459億円黒字

・事務事業の見直し ▲約4,166億円
・歳入確保 県税徴収率 H22:95.0%→H28:98.1%
・職員の意識改革，県民サービスの向上

➤ 基本理念

➤ ４つの改革項目 ➤ 推進期間

Ⅰ 時代の変化に対応する県庁への進化
Ⅱ 市町村や民間等と連携した行政運営
Ⅲ 持続可能で健全な財政構造の確立
Ⅳ 出資団体改革・連携の推進

「みんなで創る 人が輝く元気で住みよい いばらき」を
実現する行財政システムの構築

～行政の質をより一層高める改革の推進～

第７次茨城県行財政改革大綱
４つの改革項目
228項目の推進事項
42項目の数値目標

みんなで創る 人が輝く元気で住みよい いばらき
～生活と産業の未来を拓く新たな価値の創造～

平成29年度から
平成33年度までの５年間

引き続き県民本位のサービスに徹するとともに，行政の質をより一層
高める改革を推進し，効果的・効率的な行財政システムを構築します。

＜参考資料＞
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＜参考＞ 茨城県の行財政改革の取り組みと成果

18

本県では，平成7年以降6次にわたり行財政改革大綱を策定し，組織機構の簡素化や事務事業の抜本的な見直し，県出資法人の
統廃合など様々な改革に取り組んできました。

職員数の削減 プライマリーバランスの黒字化

平成26年度以降（臨時財政対策債を地方交付税と
して算定した場合には，平成22年度以降）黒字化

• 平成28年度決算 ： 459億円黒字

一般行政部門の職員数を2,050人削減
教育部門についても3,606人削減 → 全国でもトップクラスのスリムな体制を構築

県税などの歳入対策

約1,183億円を確保
• 県税収入 ： 約912億円
• 使用料手数料等 ： 約146億円
• 県有未利用地売却収入 ： 約125億円

事務事業の見直し

約4,166億円を確保
• 一般行政施策の見直し，公共投資の縮減，内部管理
経費等の節減など

これまでの取組の主な成果（平成6年度～28年度）

県人口及び一般行政部門職員数推移

県人口は
横ばい

職員数は
約7割に

県人口

職員数

＜参考資料＞
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＜参考＞ 公営企業会計決算の状況

19

事業によっては累積欠損金を抱えて
いるものもありますが、中期的な経営
計画の策定や外部有識者等による委
員会を設置するなど、計画的かつ効
率的な事業執行に努めることにより、
経営改善に取り組んでいます。

資本的収支の不足額は、内部留保資
金（減価償却費等によって生み出され
たもの）や当年度の純利益などで補て
んしています。

平成28年度決算 （単位：億円）

※内部留保資金＝流動資産－流動負債

収益的収支の推移 資本的収支の推移

総額
（億円）

純損益
（億円）

総額
（億円）

収支差引
（億円）

＜参考資料＞

事業区分

収益的収支 資本的収支

総収益 総費用 純損益
累積
損益金

資本的
収入

資本的
支出

収支
差引うち企業債

償還金

水道事業 183 145 37 69 26 102 31 △ 76

工業用水道事業 138 94 45 95 22 84 28 △ 61

病院事業 226 230 △ 3 △ 54 24 33 14 △ 8

工業団地造成事業 73 63 9 9 1 55 40 △ 54

格納庫事業 0 0 0 0 - 1 - △ 1

特定公共下水道事業 33 29 4 7 2 8 3 △ 7

流域下水道事業 174 159 15 32 35 65 30 △ 31

合計 827 720 107 158 110 348 146 △ 238

内部留
保資金

他会計
繰入金

123 12 

115 0 

47 47 

24 -

1 -

74 -

- 20 

384 79 

681 

666 

688 

860 819 827 

610 587 

596 

874 
712 720 71

78

92

△ 14

107 107

△ 20
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110

460
505 517
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348△ 216
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資本的収入 資本的支出 収支差引
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本資料は、茨城県債の購入をご検討いただいている投資家の方々に、

茨城県の財政状況等について説明することを目的とするもので、特定の

債券の売出しまたは募集を意図するものではありません。

本資料に記載した将来の見通しまたは予測は、茨城県として現時点で妥

当と考えられる範囲で示したものであり、確実な実現を約束するもので

はありません。

お問い合わせ先

TEL

総務部財政課 財政企画・資金管理グループ

029-301-2363 029-301-2369FAX

URL http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/soumu/zaisei/index.htm


